
 

 

 

経営発達支援計画の概要 

実施者名 

（法人番号） 

 

久山町商工会（法人番号 8290005003029 ） 

実施期間 
 

平成 30 年 4 月 1日～平成 35 年 3月 31 日 

目標 

サービス業、卸小売業を中心とした地域経済の現状を正確に捉え、個々の事

業者の経営実態に合わせた支援を実行することにより、事業者自らでは、気づ

きにくい個性や魅力を発見し、活用することで、小規模事業者の売上の維持及

び増加を図るとともに、経営体質の改善を図ります。 

町、トリアス久山と一体となって交流人口を図る取組を行い、地域経済の底

上げを行うことにより、小規模事業者に活力を与え、持続的な経営を行う小規

模事業者の維持及び増加を図ります。 

事業内容 

Ⅰ．経営発達支援事業の内容 

１．地域の経済動向調査に関すること【指針③】 

(1)主要産業（サービス業、卸小売業）への重点ヒアリング調査の実施 

(2)各種情報サービスを活用した近隣地域及び県内全域の経済動向調査の 

実施 

２．経営状況の分析に関すること【指針①】 

(1)経営状況の分析に関する講習会の開催による事業者の発掘 

(2)各種活動により得られた情報による経営状況の分析 

３．事業計画策定支援に関すること【指針②】 

(1)事業計画策定の必要性の啓蒙・普及 

(2)実効性のある事業計画策定 

４．事業計画策定後の実施支援に関すること【指針②】 

(1)事業計画策定事業者へのフォローアップ 

(2)事業計画策定後の他機関との連携 

(3)公表 

５．需要動向調査に関すること【指針③】 

(1)イベントを活用したテストマーケティング 

(2)バイヤーへのヒアリングによる地域外の需要動向調査   

(3)商圏分析サービス等を活用した需要動向調査 

６．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること【指針④】 

(1)セミナーへの参加促進と個別相談会の開催 

(2)商談会・展示会等のビジネスマッチングを活用した販路開拓支援 

(3)ＩＴを活用した販路開拓支援 他 

Ⅱ．地域経済の活性化に資する取組 

(1)町、トリアス久山と連携、交流人口増による消費の拡大 

(2)意欲ある事業者の掘り起こし 他 

連絡先 

名  称  久山町商工会 

住  所  〒811-2501 福岡県糟屋郡久山町大字久原 1064 番地 11 

電話番号  092-976-1024 

FAX 番号   092-976-0071 

メールアドレス  hisayama@shokokai.ne.jp 

 

mailto:hisayama@shokokai.ne.jp
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（別表１） 

経営発達支援計画 

経営発達支援事業の目標 

 

Ⅰ．久山町の現状 

 

 １．久山町の立地と概要 

   久山町（ひさやままち）は、九州の中枢都市である福岡市の東部に隣接した犬鳴連山の麓

で粕屋郡のほぼ中央に福岡県北西部に位置し、福岡市から車で 30 分、北九州市から 1 時間

30 分に立地しています。町の形状は、東西 8.8 ㎞、南北 8.5 ㎞と東西に長く、町面積 37.43

㎢。面積の約 3 分の 2 を山林原野が占める都市近郊山間地で、犬鳴山系より流れる多々良川

の支流の猪野川、久原川が流れています。 

交通網としては、国道３号のバイパス的役割をなす県道筑紫野古賀線が南北に縦断し、筑

豊地域と福岡市の連絡をなす県道福岡直方線が東西に横断しています。 

昭和 45 年に都市計画線引き制度を導入し、都市計画区域の 97％について市街化調整区域

を指定し、無秩序な市街化を抑制してきました。また、自然環境や農林業の生産環境を保全

する施策や、市街化調整区域において地区計画を活用した身近なまちづくりを展開すること

により、良好な居住環境を確保し周辺の自然環境と調和した集落が形成され、独自の落ち着

いた佇まいのある田園都市を形成してきました。しかしながら、これと同時に若者の本区域

外への流出、少子高齢化による地域コミュニティの活力の低下といった問題を抱えていま

す。 

また、これまで半世紀以上にわたり九州大学と連携し実施してきた生活習慣病予防検診を

基にした「人間の健康づくり」を中心に取り組んでいます。こういったこともあり、久山町

は、「半世紀以上続く健康管理の町」として、町主導によりイメージづくりを行っています。 

 

 図表１：久山町の位置 

   
久山町の位置               久山町の地図 
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 ２．人口の動き 

 人口は平成 29年 9月 1日現在で 8,683人となり、1956 年（昭和 31年）久山町誕生 6,776

人と比較して、約半世紀の間に 1,907人、2割の人口が増加しています。 

国勢調査では平成7年から微増傾向にあり、人口動態でみると自然減、社会増の傾向が続い

ています。世帯数についても増加が続いていますが、一世帯あたり人員数は年々減少してお

り核家族化が進んでいます。人口の年齢構成でみると、人口に占める65歳以上の割合は年々

増加しており、高齢化が進んでいます。 

今後の人口予想については、2020年頃をピークとして緩やかに減少していくと推定されて

います。 

   

図表２：人口と世帯（人口推移） 

 
【出典】総務省 国勢調査及び国立社会保障・人口問題研究所 将来推計人口、 

総務省 住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数 

 

Ⅱ．久山町の商工業等の現状と課題 

 

１．久山町の産業の歴史 

   明治時代から、石炭産業（3 つの炭鉱、2つの鉱山）が芽生え、旧来より恵まれた自然風

土を生かし農業中心に栄えてきました。大正期から昭和初期にかけての就業構成は、総就業

人口のうち、鉱業に従事する者が約 6割を占め、次いで農業従事者が 3割と主要産業が鉱業

でした。 

   しかし、戦争の終結とともに国内のエネルギー改革（石炭から石油へ）が進み、炭鉱の吸

収合併を繰り返しながら事業縮小が行われ、1958年（昭和 33年）、1967年（昭和 42年）に

は炭鉱の閉山が余儀なくされ、町の産業は大きな打撃を受けました。炭鉱の閉山後は、町内

に３つの工場団地を造成し、企業誘致を行って就労の場を確保し、現在誘致の結果、製造業

（食品関連）、サービス業（運送業）大手企業の誘致に至っています。 

 

 ２．久山町の商工業者の現状と課題 

  ■町内全業種の現状と課題 

   全体の商工業者数は、横這い状態が続いており、平成 29年 3月 31日現在 385 社、その内、

小規模事業者数は、287社となっております。傾向としては、（図表 3）から、サービス業の

比率が 33.5％を超え、次に卸小売業の比率が 24.0％、飲食業の 10.6％を合わせると第 3次

産業が約 7割を占めています。 
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第1次産業について、農業の主力品は米ですが、農業人口、耕作面積はともに減少傾向に

あります。販売農家で主に農業に従事する就業者のうち70％が65歳以上となっており、今後

の担い手の確保が課題となっています。 

  第2次産業については、従業者4 人以上の事業所数は18 事業所あり、従業者数は近年増加、

製造品出荷額等は約380億円で増加傾向にあります。 

第 3次産業については、事業所数は 157事業所（卸売業 20事業所、小売業 137 事業所）、

従業者数は約 1,400人（卸売業約 300人、小売業約 1,100人）となっております。以前は中

堅スーパーが 1 店あるのみでしたが、1999 年トリアス久山が開業し、さらに外資系大型卸

小売店「コストコ」が、日本初出店したことにより、県内外から多くの方が訪れる商業施設

のひとつとなっています。トリアス久山全体の売上は、年間 200 億円を超えており、当地区

の商業・サービス業の中核的施設になっています。反面、それ以外の商業・サービス業では

目立った動きはあまりなく、トリアス久山中心の産業構造となっております。 

 

  図表 3：商工業者数及び産業別の構成比 

業 種 建設業 製造業 卸小売業 飲食業 サービス業 その他 計 

商工業者数 86 

22.3％ 

36 

9.3％ 

92 

24.0％ 

41 

10.6％ 

129 

33.5％ 

1 

0.3％ 

385 

                          【出典】平成 28年度商工会実態調査 

 

３.小規模事業者の現状と課題 

  本町は大型商業施設があることで、周辺地域からの消費吸引力のあるエリアとなっていま

す。吸引力のある大型商業施設が立地する反面、これまでの地域を形成していた各地区の商

店が年々衰退しており、小規模事業者数も減少傾向にありましたが、ここ数年住宅開発や人

口の伸びもあり、小規模事業者数も増加傾向にあります。 

  本町には商店街と呼べるような場所はなく個店が分散立地しています。さらに、新規創業

者等も少ないため、競争にさらされずに長年営業してきた小規模事業者も多く、個店の魅力

が低下しています。 

  これまでの成り行き経営を改め、具体的な経営計画を策定し実行していくことで、個店の

経営力を向上させること、さらに域内消費者も高齢化していく中、これからの高齢社会を支

える商業のあり方を見据え、地域住民の暮らしに密着した商業サービスを展開していくこと

が課題です。 

建設業においては土木、水道工事を主とした事業者が多く、景気は回復傾向にあるものの、

多くの事業者は未だに公共工事に頼らざるを得ない状況です。規模の大きい建設業では、公

共工事に依存しない経営体質改善が必要であり、小規模な建築業では、大手のメーカーとの

差別化できる取り組みをしていくことが課題です。 

     

図表 4：商工業者数・小規模事業者数の推移 

 平成 19年 平成 22年 平成 25年 平成 28年 

商工業者数 327 347 337 385 

小規模事業者数 263 248 242 291 

割合 80.43% 71.46% 71.81% 75.58% 

                           【出典】商工会実態調査 
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Ⅲ．商工会の現状と課題 

 

当会では、これまで、金融、税務、経理、労働保険等の経営を支える基礎的な支援（以下、

「基礎的支援」）を中心に事業所への指導を行っておりました。そして、事業者の利益向上

に直結する経営（発達）支援に関しては、久山町には商店街など集合しているものがないこ

とから、個社を強化する方針で経営支援を実施してきました。特に金融斡旋、経営革新及び

補助金計画策定支援においては、個社支援の一環として重点的に実施してきました。その他

の補助金も含め、相談者の申請をきっかけに自社の強みや売上向上のために 1件ごとに丁寧

に納得いくまで事業者と話し合い、支援を行ってきました。その結果として売り上げの向上

に繋がった案件も多くありますが、補助金などの目的達成までの支援で終わり、その後の伴

走支援には繋がっていませんでした。 

   今後は補助金や融資を目的とした事業計画策定支援にとどまらず、小規模事業者の持続的

発展のための計画策定を目的として、伴走型支援を進めていく必要があります。 

しかし、当会は、事務局長１名、経営指導員１名、経営支援員 2名という商工会組織の構

成体としては小規模商工会に該当するため、多岐にわたる一般管理業務、基礎的支援業務を

少人数で行わなければなりません。その中で伴走型支援を行うには、職員の経営（発達）支

援能力の向上を行うとともに、事業の選択と集中を行っていくことが必要となります。 
 

Ⅳ．小規模事業者の中長期的な振興のあり方 

 

 １．久山町の総合計画 

商工会と連携した既存産業の経営合理化や新規事業開発等に向けた支援 

  新たに起業を目指す人への支援を積極的に進めるとともに、空き家等を活用し町外からの起

業を目指す人を受け入れる環境を整備し、新たな町内産業の担い手となる人材を誘致しま

す。 

 

 ２．小規模事業者の中長期的な振興のあり方 

   町の総合計画における商工業の振興の方針を踏まえて、下記のとおり小規模事業者の中長

期的な振興のあり方を掲げます。 

 

(1)サービス業、卸小売業への振興 

サービス業、卸小売業を中心とした地域経済の状況を踏まえつつ、町の新規創業に向け

た取り組みと連携し、小規模事業者への情報提供、提案、実行支援を行います。 

 

(2)トリアス久山を活用した振興 

集客力の高いトリアス久山を活用し、商業・サービス業の小規模事業者の持続的発展を支

援します。 

 

(3)小規模事業者に対する振興 

小規模事業者の持続的発展のために、事業計画策定から販売力強化までの実現に向けた伴

走型支援を行います。 

 

Ⅳ．経営発達支援事業の目標 

サービス業、卸小売業を中心とした地域の現状を正確にとらえ、個社の経営実態に、合わ

せた支援を実行することにより、経営分析や事業計画策定を通して事業者自らでは気づきに
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くい個性や魅力を発見し、活用することで、小規模事業者の売上の維持及び増加を図るとと

もに、経営体質の改善を図ります。また、商談会等への参加を積極的に支援し、域内消費の

拡大にとどまらず、域外への販路拡大を支援します。 

 

Ⅴ．経営発達支援事業の方針 

上記の目標を達成するため、以下の取り組みを行います。 

 

（1）掘り起こしから利益向上までの計画的な伴走型支援 

小規模事業者にあった情報を提供し施策普及の推進を行います。また、個社の現状を正

確にとらえ、今後の方針を確立するための事業計画作成を支援します。具体的な計画の策

定から実行支援まで伴走支援を行うことで、個社の経営力を向上させ魅力ある商品サービ

スづくりに寄与します。さらに、商談会等への参加を積極的に支援し、域内消費の拡大に

とどまらず、域外への販路拡大を支援します。 

 

（2）少人数でも可能な支援体制の構築 

小規模事業者側の支援を受ける体制、商工会側の指導体制を総合的に整理し、少人数の体

制で可能な支援体制を構築するため、事業の選択と集中を行います。 

 

（3）関係機関との連携強化 

これまでの商工会事業の検証と見直しを行い、これまで実施できなかった他の支援機関と

の連携を体系的に行うことにより、小規模商工会で不足しがちな情報力を補い、またＯＪＴ

等を通して職員の支援力の向上を図ります。 
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経営発達支援事業の内容及び実施期間 

 

（１）経営発達支援事業の実施期間（平成 30年 4月 1日～平成 35年 3月 31日） 

 

（２）経営発達支援事業の内容 
 

Ⅰ．経営発達支援事業の内容 

  

１．地域の経済動向調査に関すること【指針③】 
 

（現状と課題、取組概要） 

地域の経済動向調査は、これまで、関係機関からの委託により行われる各種調査の際に、

事業者へその都度ヒアリングを行っていました。しかし巡回の中で糟屋管内の景況報告を行

う資料として一時的に調査、把握するに留まり、情報の継続性・蓄積性が無く、また、調査

を行った職員だけの資料として扱っていました。よってこの情報は、事業者への十分なアウ

トプットがなされておらず、有効活用もしていない状況でした。また、主要産業であるにも

かかわらずサービス業、建設業の現状について、これまで、データとして捉えておりません

でした。 

今後は、その場限りの調査ではなく、計画性・周期性をもって調査を行います。管内の経

済動向については独自調査票を作成し、その調査票をもとに情報の収集を図ります。主要産

業であるサービス業、卸小売業を重点的に調査することが、管内の経済動向をより正確に捕

捉するために有効であると考えられるため、調査比率を高く設定することで、より多くの情

報の収集を図ります。近隣地域、県内全域の経済動向については各種情報サービス等を活用

することで収集し、管内、近隣地域、県内全域の経済動向と比較分析を行うことで、地域に

置かれている現状を把握します。その上で、これら調査結果は、経営分析、事業計画策定へ

と繋がるよう情報の整理・分析を行い、事業者へ提供を行える体制を整備します。 
 

（事業内容） 

(1)主要産業（サービス業、卸小売業）への重点ヒアリング調査の実施【新規】 

独自調査を行う事業者の抽出において、主要産業であるサービス業、卸小売業の調査比率

を高く設定し、全体の 57.5％程度とします。また、アンケート形式では答えにくい経営上

課題等な情報についても巡回訪問により深く掘り下げて調査します。これにより、町の主要

産業の経営状況、地域の経済動向の収集を行います。 

 

[調査項目] 

企業景況、雇用情勢、資金繰り（金融）、設備投資、売上推移、今後の見通し 

[調査対象] 

管内小規模事業者社の内、サービス業 15社、卸小売 10社 

[調査回数] 

巡回訪問によるアンケート形式で年 1回実施 

 

(2)各種情報サービスを活用した近隣地域及び県内全域の経済動向調査の実施【拡充】 

①日本政策金融公庫が四半期ごとに提供する「中小企業景況調査」により広域的な経済動

向を行います。 

[調査項目] 
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業種別業況 DI、売上 DI、資金繰り DI、経営上の問題点等 

[手段方法] 

職員会議にて収集データの分析整理、情報共有を行います。 

[調査回数] 

年 4回 

 

②福岡県商工会連合会が四半期ごとに実施する「中小企業景況調査」において県内の景気

動向、業種別の動向について情報収集し分析を行います。 

[調査項目] 

売上、資金繰り、業況 

[手段方法] 

職員会議にて収集データの分析整理、情報共有を行います。 

[調査回数] 

年 4回 

 

③不定期に開催されるマル経協議会において糟屋管内含む福岡地区の金融動向を金融機

関へのヒアリング調査によって、情報収集し分析を行います。 

[調査項目] 

融資需要動向、設備投資動向、倒産動向 

[手段方法] 

職員会議にて収集データの分析整理、情報共有を行います。 

[調査回数] 

不定期（年 2回） 

 

（調査の活用） 

(1)、(2)で実施した経済動向調査の結果をもとにそれぞれの情報を整理し、管内と近隣

地域及び県内全域とを比較・分析することで、地域経済の現状について継続性を持って把

握し、データ管理します。分析結果は簡潔にまとめ、巡回訪問や窓口対応の際に積極的に

情報提供を行います。また当会のホームページに掲載し、広く小規模事業者へ周知します。 
 

（目標） 

項目・支援内容 現状 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 

（1）主要産業へのヒアリング 

調査事業者数 
未実施 25 25 25 25 25 

（2）各種情報サービスを活用し 

調査回数（四半期毎に実施） 
未実施 4 4 4 4 4 

（1）（2）ホームページ掲載回数 未実施 4 4 4 4 4 

 

 

２．経営状況の分析に関すること【指針①】 

 
（現状と課題、取組概要） 

小規模事業者の経営状況の分析は、これまで、経営革新計画や金融申込や補助金申請を行

う事業者に実施するに留まり、計画書作成のための経営分析でした。また、その場限りの指

導で終わってしまい、指導が継続されないことが課題となっています。今後は、地域の経済
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動向調査の結果を踏まえて、巡回訪問・窓口指導を通して得られた事業者の情報をもとに、

事業者の経営上の課題を掘り下げて、現状を分析することで、事業計画策定へ向けた基礎資

料とします。 
 

（事業内容） 

(1)経営状況の分析に関する講習会の開催による事業者の発掘【拡充】 

糟屋管内商工会等（※1）と連携して毎年 2 回の講習会を開催し、小規模事業者に経営状

況の分析の必要性を啓蒙し、各事業者が自社の取り巻く経営環境を正しく理解し、経営分析

に対する興味を起こさせ、対象となる事業者の発掘を行います。 
（※1）糟屋管内商工会等…宇美町、志免町、粕屋町、須恵町、篠栗町、新宮町、久山町、古賀市、 

志賀商工会の 9つを指します。 

(2)各種活動により得られた情報による経営状況の分析【新規】 

(1)経営状況の分析に関する講習会に参加した事業所を対象として、毎年 1 回、金融、記

帳、決算指導により蓄積されたデータを用いて下記の定量分析（財務分析等）と定性分析（Ｓ

ＷＯＴ分析）に分けた項目等について、小規模事業者の経営分析を実施します。 

 

[分析対象]経営状況の分析に関する講習会に参加した事業所 

[分析項目]  

定量分析 定性分析 

・「流動比率」支払能力 

・「自己資本比率」資金力 

・「総資本回転率」効率性 

・「売上高総利益率」収益力 

・「売上高営業利益率」収益力 

・「損益分岐点」採算性 

・「労働分配率」人件費など 

ＳＷＯＴ分析 

経営資源・経営機能等の内部分析 

機会・脅威等外部環境分析 

  

[分析方法]中小機構の経営自己診断システムを利用した財務分析と、個社の強み弱みを把

握するためのＳＷＯＴ分析を職員で行います。 

[分析回数]毎年 1回 

 

（分析の活用） 

分析により、経営課題を抽出し、課題解決に向けた基礎資料とするとともに、個社にわか

りやすく説明し、事業計画策定に役立つ資料として提供を行います。また、より詳細な調査・

分析が必要な項目については、福岡県よろず支援拠点（以下「よろず支援拠点」）、福岡県商

工会連合会（以下県連）の専門家と連携して多面的に分析を行います。 
 

（目標） 

項目・支援内容 現状 30 年度 31 年度 32 年度 33年度 34年度 

(1)講習会回数 1 2 2 2 2 2 

(1)-2 講習会参加者 15 30 30 30 30 30 

(2)経営分析件数 1 15 15 15 15 15 
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３．事業計画策定支援に関すること【指針②】 
 

（現状と課題、取組概要） 

小規模事業者の事業計画策定支援は、これまで、経営革新策定計画や補助金申請や金融支

援等の機会を通じて実施するという受動的な取組に留まり、計画書作成のための支援でし

た。今後は、小規模事業者が経営課題を解決するため、地域の経済動向調査、経営状況の分

析を踏まえ、また、積極的な提案を行うことで、実効性のある事業計画の策定支援を行いま

す。経営分析を行った事業者の内、特に経営支援が必要だと思われる事業所を重点支援対象

事業者として位置づけ、その事業者を中心に重点的な支援を行います。 

 

（事業内容） 

(1)事業計画策定の必要性の啓蒙・普及【拡充】 

巡回訪問の際に分かりやすい巡回ツール（商工会ニュース、成功事例集、施策情報のチラ

シ等）を整理し、事業所毎に適した巡回ツールを活用することにより、事業計画策定の必要

性を啓蒙し、普及を図ります。 

 

(2) 実効性のある事業計画策定【新規】 

経営分析を行った事業者の内、特に経営支援が必要な事業者を重点支援対象事業者とし、

地域の経済動向調査と経営状況の分析をもとに、需要を見据え実行性のある事業計画策定の

支援を行います。 

事業計画の策定には中小企業基盤整備機構の「経営計画つくるくん」を活用します。簡単

に事業計画を作成できる当アプリをタブレットに入れて活用することで、場所を選ばず策定

支援をすることで、場所を選ばず事業計画の策定支援が受けられる体制を構築します。 

 

[策定対象]  経営分析を行った事業者の内、特に経営支援が必要な事業者 

（重点支援事業者） 

巡回訪問による啓蒙で事業計画策定を希望した事業者 

[策定手法]  『経営計画つくるくん』を活用 

 

（活用の方法） 

事業計画を策定することにより、個社の抱える課題が抽出でき、早期改善を促すことが出

ます。また、自社の方向性を検討することで、持続的発展への気づきを促し、事業計画の策

定や具体的な販売計画の実施に繋がります。 

 

（目標） 

項目・支援内容 現状 30 年度 31年度 32年度 33年度 34 年度 

事業計画策定事業者数 1 5 5 5 6 6 

 
 

４．事業計画策定後の実施支援に関すること【指針②】 
 

（現状と課題、取組概要） 

小規模事業者の事業計画策定後の実施支援は、これまで、経営革新計画策定後のフォロー

アップによる状況把握に留まり、十分なフォローアップがなされていませんでした。 

今後は、事業計画策定支援を行った事業者を対象に、定期的な会員巡回を行い、小規模事
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業者の計画遂行状況を確認し、課題の発見・解決へとつなげていきます。又、事業者の経営

悪化により改善点が見られる場合には、ＰＤＣＡ(事業計画の検証・見直し)の重要さを認識

してもらい経営改善を図るとともに、伴走型支援体制を強化し、専門家と連携して支援にあ

たります。 

また、支援を受けた成果をその事業者の許す範囲でホームページ（以下、「ＨＰ」）に公表

し、多くの事業者へ商工会の支援の見える化を図り、次の支援先事業者へとつながるサイク

ルを構築します。 

 

（事業内容）  

(1)事業計画策定事業者へのフォローアップ【新規】 

事業計画策定事業者に対して、3ヵ月に 1回の定期的な巡回訪問によるフォローアップを

行い、事業計画の進捗状況の把握、課題の抽出、今後の支援の必要性をチェックして現状把

握を行い、状況に応じた支援策の提案を行います。また必要に応じて、日本政策金融公庫の

「小規模事業者経営発達支援融資制度」といった金融情報の提供を行い、活用できる支援策

を有効に活用することで、計画実現性を高める取組を行います。 

 

(2)事業計画策定後の他機関との連携【新規】 

実施支援において、高度な専門知識が必要な案件については、よろず支援援拠点、振興セ

ンター、振興事務所、中小機構と連携を図ることで事業の計画実現性を高めます。 

 

(3)公表【新規】 

ＨＰを通じて、経営発達支援の成功事例の広報を行います。これにより、３．事業計画策

定支援(1)の啓蒙・普及へと繋げるサイクルにより、重点支援対象事業者の増加に取り組み

ます。 

 

（効果の活用） 

定期的に巡回訪問することで進捗状況を把握し、早期修正等事業者の変化を察知し、必要

な助言をすることが出来、確実な事業の持続的発展を図ることができます。 

 

（目標） 

項目・支援内容 現状 30 年度 31 年度 32年度 33年度 34年度 

(1)フォローアップ件数 0 20 20 20 24 24 

(3)ホームページ公表件数 0 5 5 5 6 6 

 

 

５．需要動向調査に関すること【指針③】 
 

（現状と課題、取組概要） 

小規模事業者の需要動向調査は、これまで、事業者からの依頼があった場合に必要なデー

タをインターネットや各種情報サービス等により調査したものを提供するに留まり、調査す

る仕組みや制度を持っていないため、体系的な調査を行っておりませんでした。 

今後は、事業計画策定支援を行った事業者の内、新商品や新サービスを検討している事業

所に対し、自社の商品・サービスのニーズを見極め、新たな販路開拓の方向性の決定や、新

商品・新サービスの開発につながる情報提供を行います。 



１１ 
 

（事業内容） 

(1)イベントを活用したテストマーケティング【新規】 

事業所が取り扱う商品・サービスの内、地域内での需要動向調査が有効であると推察され

るもの（主に狭い商圏で販売されるものが対象）については、近隣地域からの交流人口の多

いトリアス久山（年間 700 万人）及び周辺イベントにおいてテストマーケティングによる消

費者ニーズのアンケート調査を行います。事業者へは、地域内の需要調査に関する分析結果

を提供し、新たな需要開拓の方向性の決定や、新商品・新サービスの開発及びブラッシュア

ップに活用します。 

[調査内容] 重点支援対象事業者の販売する商品・サービスに関する地域内の需要動向 

[調査対象] トリアス久山、周辺イベント来場者 

[調査項目] 規格、デザイン、素材、数量、価格帯、味等 

[調査方法] テストマーケティング方式によるアンケート調査（サンプル数 100） 

[調査回数] 毎年度 1回 

    

(2)バイヤーへのヒアリングによる地域外の需要動向調査【新規】 

事業者が取り扱う商品・サービスの内、地域外での需要動向調査が有効であると推察され

るもの（主に広い商圏で販売されるものが対象）については、商談会・展示会へ参加を促し、

広い見地からバイヤーからの意見を通して、消費者ニーズについてのヒアリング調査を行い

ます。事業者へは、地域外の需要動向に関する分析結果を提供し、新たな需要開拓の方向性

の決定や、新商品・新サービスの開発及びブラッシュアップに活用します。 

 

[調査内容] 重点支援対象事業者の販売する商品・サービスに関する地域外の需要動向 

[調査対象] バイヤー（1商談会 5名） 

[調査項目] 規格、デザイン、素材、数量、価格帯、量、トレンド等 

[調査方法] ヒアリング調査 

[調査回数] 商談会の都度 

※中小企業支援協議会合同商談会 バイヤー数 50名 

※福岡うまいものフェア等    イオン九州 5店舗 

 

(3)商圏分析サービス等を活用した需要動向調査【新規】 

(1)の イベントを活用した地域内の需要動向調査を行った事業所に対しての補完的な調

査として、小規模事業者が商圏とする店舗周辺地域の競合他社の特性や、新たに需要開拓し

ようとする地域の情報といったものについては、商圏分析サービス MieNa（※ミーナ）等を

活用し、情報を収集します。エリア・マーケティングを実施し、商圏分析レポートの結果か

らターゲット客を明確化（どんな人が、どこに、何人いるのか）することで、事業者の需要

開拓の方向性の決定に活用します。 

 

[調査内容] 重点支援対象事業者の周辺（半径）調査。周辺にどのような消費者層が、 

どの程度購買力を持ち、何の品目に対して消費活動を行っているか 

（例）・小売・飲食業／品揃え、商品メニューの検討等を調査 

・サービス業 ／需要の掘り起こし、重点エリアの抽出等 

[調査項目] 消費者の規模・層、富裕、流入、品目毎の購買力、年代別人口、 

業種別事業所数 

[調査方法] 商圏分析サービス MieNa（ミーナ）(※1)等を活用 

 
（※1）MieNa…株式会社日本統計センターのＡＳＰサービス。提供する商圏分析レポートで、人口・世帯   
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データや消費支出・購買力データ、富裕層データ等のあらゆるデータを駆使し、指定された

地域の評価を行うシステム。分析・評価したい地域の中心点（町丁名）を指定するだけで、

株式会社日本統計センターが提出する各種データベースを駆使した分析レポートを利用する

ことができる。 

 

（調査の活用） 

調査の結果は簡潔にまとめ、見える形で情報提供を行う。またより詳細な分析が必要な場

合には、よろず支援拠点、振興センター、振興事務所、中小機構と連携を図り、分析にあた

ります。 
 

（目標） 

項目・支援内容 現状 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 

(1)-1 地域内需要動向 

       調査回数 
未実施 1  1 1 1 1 

(1)-2 地域内需要動向 

     調査事業者数 
未実施 4 4 4 5 5 

(2)-1 地域外需要動向 

       調査回数 
未実施 1  1 1 1 1 

(2)-2 地域外需要動向 

     調査事業者数 
未実施 2 2 2 2 2 

(3)商圏分析サービス 

     調査事業者数 
未実施 4 4 4 5 5 

 

 

６．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること【指針④】 
 

（現状と課題、取組概要） 

小規模事業者への需要開拓支援は、これまで、会員に対して県、県連等が主催する商談会・

物産展が開催される都度、対象事業者へ案内を行ってきましたが、当町には出展対象となる

事業者がほとんどいないことから、案内のみで終わっておりました。また、販売促進のため

の支援やＩＴを活用した販路開拓の支援は、その都度、専門家派遣で対応しており、継続的

な支援は行っておりませんでした。 

今後は、単なる情報提供にとどまらず、新たな需要の開拓に寄与する事業を積極的に発信

していくことで、対象事業者の掘り起こしを行います。 

商談前には、情報発信力・商談力等を向上させるためのセミナー参加を促し、また個別支

援することにより高め、その後、商談会・物産展へ参加する機会を提供することで、経験を

効果的に積みます。さらに、バイヤーからのコメントを基に事後検証を行い、次に生かす取

り組みとして反映させ、ＰＤＣＡによる伴走支援の中で成果へと繋げます。 

 

（事業内容） 

(1)セミナーへの参加促進と個別相談会の開催【拡充】 

需要動向調査を行った事業所を対象に、小規模事業者が特に苦手とするブランディング

力、マーケティング力、情報発信力、商談力等の能力向上を目的に、県、県連等が主催する

各種セミナーへの参加を促します。セミナー後の事後指導として、専門家派遣事業、よろず

支援拠点との連携等により個別相談会を開催し、より高いスキルアップを目指します。 
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(2)商談会・展示会等のビジネスマッチングを活用した販路開拓支援【拡充】 

(1)のセミナー及び個別相談会への参加に参加した事業所に事業内容にあった商談会・展

示会を紹介します。商談の成果を上げるために、職員が同席しバイヤーからのコメントを集

約し、参加事業所へフィードバックを行い、商談会・展示会への参加を通じて、顧客ニーズ

に合う商品開発に繋がっていくように支援します。また課題の共有化を図り、商談後のフォ

ローアップ支援に活かします。 

 

(3)ＩＴを活用した販路開拓支援【新規】 

現在自社サイトで販売している事業所へは、改良アドバイスとＳＥＯ対策の導入等の支援

を行う。また、これから導入を考える事業所へは、講習会を開催し、「Ｊｉｍｄｏ」「Ｗ

ordPress」等低コストで開設できるツールを紹介する。また、Facebook 等のＳＮＳ（ソー

シャルネットワーキングサービス）を利用した販路開拓のための情報発信も併せて支援す

る。 

     

(4)マスメディアを活用した販路開拓支援【新規】 

特徴のある商品・サービスを提供できる事業者にはマスメディアの情報媒体で取り上げら

れ、需要拡大につながるケースが多い。小規模事業者では情報発信力も弱いことから、県連

のプレスリリース事業「プレス福岡」（※）を活用してマスメディアに対して情報発信する

ことで支援し、掲載の実績につなげ、掲載による企業の売上アップや認知度拡大を図ります。 
 

（※）プレス福岡…福岡の様々な情報を報道関係者向けに発信する情報サイト。県連が集積している 

マスコミへの配信サービスを行うことでＰＲし、事業者の販路拡大等を支援している。 

 

（目標） 

項目・支援内容 現状 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 

(1)セミナー個別相談会 

参加事業者数 
0 4 4 4 5 5 

(2)商談会・物産展等 

     参加時御者数 
0 4 4 4 5 5 

 内、取引先成約件数(※) 0 0 1 2 2 2 

(3)ＩＴ活用した販路開拓 

支援事業者数 
0 4 4 4 5 5 

(4)マスメディアを活用した 

販路開拓支援事業者数 
0 1 1 1 2 2 

販路開拓支援による 

売上 5％アップ事業者数（※2） 
未実施 2 2 2 3 3 

（※1）計画初年度（平成 30年度）は、掘り起こし・育成期間のため 0件に設定 

（※2）重点支援対象事業者の内、1／4を目標値に設定。 
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Ⅱ．地域経済の活性化に資する取組 
 

（現状と課題、取組概要） 

久山町は、「半世紀以上続く健康管理の町」として、町主導によりイメージづくりを行っ

ています。町は地域経済の活性化の取組として、平成 24年度にコミュニティバス「イコバ

ス」の運行開始、平成 25年度から久山の食材や地元で調理をおこなった商品を展示販売す

る「久山の秋の食フェスタ」を役場の駐車場にて開催。さらに平成 26年度からは、商工会

員を中心にトリアス久山で「いやさか市」を開催。本会においても、平成 21年から地域活

性化委員会が設置され、久山町地域活性化を模索するための町内主要な企業による代表会議

はなされていたものの、平成 24 年から活動は休止しており、特産品開発及び販路開拓に関

する活動は行っておりません。現状では、多様な関係者が地域の魅力について話し合ったり、

地域のブランドとなるような商品開発を検討する組織の運営は行っておりません。 

このため、将来の地域のあるべき姿を検討し、地域資源を活用し、地域に活力を与える事

業を実施する機関の設立が必要とされております。今後は、町、商工会、トリアス久山、専

門家等を構成メンバー（久山町役場魅力づくり課職員、商工会経営指導員、トリアス久山副

支配人、中小企業診断士）とする「地域活性化等委員会」を再稼働させることで、地域のそ

れぞれの機関と同じ方向性をもって、以下の事業に沿った地域経済活性化計画を策定し、官

民一体となった本格的な活性化事業を推進します。 

 

（事業内容） 

(1)町、トリアス久山と連携、交流人口増による消費の拡大 

プレミアム付き商品券発行事業、または既存イベントにおいて、町、トリアス久山と連携

しトリアス久山を中心に情報発信をすることで、町外からの住民や観光客を多く受け入れる

仕組みを強化し、トリアス久山を有効的に活用することで、消費の拡大を行います。 

 

(2)意欲ある事業者の掘り起こし 

久山町の町花である「エビネ」猪野川沿い周辺の桜やホタル、町で採取されたはちみつや

久山米などの情報発信を行い、これらの地域資源を活用した特産品開発に意欲ある事業所の

発掘を行います。 

 

(3)意欲ある事業者への支援 

久山町の「シャクヤク」「桜」「ホタル」の特産品、町で採取されたはちみつや久山米を活

かした特産品開発に意欲ある事業者へ、必要に応じて、専門家派遣等を活用しつつ、バイヤ

ーと連携して、情報提供、商品開発、販路開拓までの一貫した支援を行います。 

 

 

Ⅲ．経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援力向上のための取組 

 

１．他の支援機関との連携を通じた支援ノウハウ等の情報交換に関すること 
 

これまで、経営改善普及事業について他の支援機関との連携は行っておりましたが、基礎

的支援を中心とした支援ノウハウの情報交換が主でした。 

今後は、福岡地域中小企業支援協議会（※）の中で、実際の支援事例を通して、支援ノウ

ハウや支援事例等の情報交換を行います。具体的には、当会より選定した 2件の支援事例に

ついて、3ヶ月に 1回の定期報告会を開催することで、支援ノウハウの共有及び情報交換を
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行います。情報交換の項目は、①支援事例に効果的な支援手法、②支援に関わる知識や情報、

③他の経営指導員の支援の手法等を主に行い、支援ノウハウの蓄積と今後の円滑な支援体制

の構築を目的に実施します。 

具体的支援事例での情報交換を行うことにより、支援スキル向上だけでなく、実際に支援

する事業者に対して、具体的な方針の決定から販路開拓支援まで一貫して広く情報を収集す

ることができます。 

 
（※）福岡地域中小企業支援協議会…振興事務所が中心となり、福岡地域をよく知る市町村、商工会・商工

会議所などの支援機関、金融機関、専門家団体などが、地域の特性を

活かし、地域の力を結集して中小企業支援に取り組む目的で設立され

た組織 

 

２．経営指導員等の資質向上等に関すること 
県連や全国連、また中小企業大学校が開催する研修会へ積極的に参加します。 

インターネットを利用したＷｅｂ研修も積極的に活用し、職員間で研修の活用状況を確認し

ながら支援力の強化につなげていきます。 

さらに、専門家による経営支援の際には職員が必ず帯同し、支援ノウハウの習得に努めま

す。研修後は職員間の情報共有の観点から、職員会議等で報告書に基づき指導での留意点等

を説明し、他の職員と知識・支援スキルの共有をはかります。さらに実際の巡回訪問や窓口

指導で役立ったかなど検証を行い、次回活動に活かします。 

事業所ごとの支援データはデータベース化して保存し、職員間で共有することにより、効

果的な支援に役立てます。 
 

３．事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 

 
毎年度 1回、本計画に記載の事業の実施状況及び成果について、以下の方法により評価・

検証を行います。 

 

①正副会長、事務局長、中小企業診断士 1 名により、「経営発達支援計画達成確認会議」を

組織し、年 1回、事業の計画と実績の定量的数値状況や現場の声などに基づき、成果の評

価・見直し案を提示します。 

②事業の成果・評価・見直しの結果については、理事会・総会へ報告し、承認を受けます。 

③理事会での事業成果・評価・見直し方針の決定を受け事務局内でも計画内容・目標に対す

る見直し・修正を実施し、小規模事業者に対し、有効な方法を検討します。 

④事業の成果・評価・見直しの結果を通常総会において報告し、久山町商工会のホームペー

ジ等で公表し、小規模事業者に対して、わかりやすく情報を公開します。 
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（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

（平成 29年 11月現在） 

（１）組織体制 

 

  事務局長が総括を行い、事務局長、経営指導員、経営支援員 2名の 4名体制で実施します。 

 

  総  括  事 務 局 長（1 名） 

  実  施  経営指導員（1名） 

  サポート  経営支援員（2名） 

 

 

 

総 会 

 

 

監 事 （2名） 

     

 

                   理事会           事務局 

 

 

                   会 長           事務局長 

 

 

 

                 副会長（2名）                経営指導員 

 

 

 

                                   理 事（12名）        経営支援員 

 

 

 

 

（２）連絡先 

 

  住  所  〒811-2501 福岡県糟屋郡久山町大字久原 1064番地 11 

  電話番号  092－976－1024 

  FAX番号   092－976－0071 

  メールアドレス  hisayama@shokokai.ne.jp 

    ホームページ   http://www.hisayama.org/ 

 

mailto:hisayama@shokokai.ne.jp
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（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                  （単位 千円） 

 30年度 

(30 年 4 月以

降) 

31年度 32年度 33年度 34年度 

必要な資金の額 500 500 500 500 500 

 

 

1.経済動向調査 

 

2.経営分析 

 

3.事業計画策定 

 

4.策定後支援 

 

5.需要動向調査 

 

6.販路開拓 

 

 

30 

 

80 

 

100 

 

60 

 

200 

 

30 

 

 

30 

 

80 

 

100 

 

60 

 

200 

 

30 

 

 

30 

 

80 

 

100 

 

60 

 

200 

 

30 

 

 

30 

 

80 

 

100 

 

60 

 

200 

 

30 

 

 

30 

 

80 

 

100 

 

60 

 

200 

 

30 

 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

 

調達方法 

 

国補助金、県補助金、町補助金、助成金、手数料、雑収入 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 
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（別表４） 

 商工会及び商工会議所以外の者と連携して経営発達支援事業を実施する場合の連携に

関する事項 

連携する内容 
 

小規模事業者への支援について、以下の事業について連携を行います。 

 

・経営状況の分析………………………① 

・事業計画策定支援……………………② 

・事業計画策定後の実施支援…………③ 

・需要動向調査…………………………④ 

・地域経済の活性化に資する事業……⑤ 

 
 

連携者及びその役割 
 

名   称：福岡県福岡中小企業振興事務所 

所  長 ：島田 達也 

住  所 ：福岡市博多区吉塚本町 9－15福岡県中小企業振興センタービル 1Ｆ 

電話番号 ：092-622-1040 

連携内容 ：①、②、③、④ 

役   割：経営発達支援事業を推進するにあたり情報提供、調査、分析、事業計画策定に向けた

助言協力。各種施策の情報提供 

 

名   称：福岡よろず支援拠点 

コーディネーター：佐野 賢一郎 

住   所：福岡市博多区吉塚本町 9－15福岡県中小企業振興センタービル 6Ｆ 

電話番号：092-622-7809 

連携内容：①、②、③、④ 

役  割 ：専門的な相談内容について総合的等アドバイス。経営発達支援事業を推進するにあた

り情報提供、調査、分析、事業計画策定に向けた助言・協力。各種施策の情報提供 

 

名   称：公益財団法人福岡県小企業振興センター 

理 事 長：高木 郁夫 

住   所：福岡市博多区吉塚本町 9－15福岡県中小企業振興センタービル 6Ｆ 

電話番号：092-622-6230 

連携内容：①、②、③、④ 

役  割 ：経営発達支援事業を推進するにあたり情報提供、調査、分析、事業計画策定に向けた

助言協力。各種施策の情報提供 

 

名   称：独立行政法人 中小企業基盤整備機構 九州支部 

本 部 長：齋藤 三 

住   所：福岡市博多区祇園町 4-2博多祇園ビル 

電話番号 ：092-263-1500 

連携内容：①、②、③、④ 
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役  割：経営発達支援事業を推進するにあたり情報提供、調査、分析、事業計画策定に向けた

助言協力。 

      

名 称：久山町 

町 長：久芳 菊司 

住 所：福岡県糟屋郡久山町久原 1064-11 

電話番号：092-976-1111 

連携内容：⑤ 

役 割：久山町の情報発信。町外住民及び観光客の集客のための事業。 

 

名   称：トリアス久山（㈲トリアスマネジメントオフィス） 

支 配 人：井出 清彦 

住 所：福岡県糟屋郡久山町山田 1168-1 

電話番号：092-957-5107 

連携内容：⑤ 

役 割：トリアス久山を中心とした久山町の情報発信。町外住民及び観光客の集客のための 

事業。 

      

名   称：福岡県工業技術センター 

所 長：神谷 昌秀 

     ・機械電子研究所 

      住 所：〒807-0831 北九州市八幡西区則松 3-6-1 

      電話番号：093-691-0260 ＦＡＸ:093-691-0252 

     ・化学繊維研究所 

      住 所：〒818-8540 筑紫野市上古賀 3-2-1 

      電話番号：092-925-7721 ＦＡＸ:092-925-7724 

     ・生物食品研究所 

      住 所：〒839-0861 久留米市合川町 1465-5 

      電話番号：0942-30-6644 ＦＡＸ:0942-30-7244 

     ・インテリア研究所 

      住 所：〒831-0031 大川市大字上巻 405-3 

      電話番号：0944-86-3259 ＦＡＸ:0944-86-4744 

 

連携内容：③ 

役  割：商品開発における試験分野の調査・分析。 
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連携体制図等 
 

 

 

                      

                                        トリアス久山 
 

 
販路開拓支援 

販路開拓支援 
 
               相談 

   小規模事業者                              久山町 

 
支援               販路開拓支援 

 
                                                         
 

 

 

 

 

 

                      久山町 

                      商工会 

 
            ・経営分析               ・策定後の実施支援 

                        ・事業計画策定 

            ・策定後の実施支援 

               ・需要動向調査 

               ・販路開拓支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福岡県福岡中小 
企業振興事務所 

福岡県 
よろず支援拠点 

中小企業基盤整備 
機構 九州支部 

福岡県中小企業   
振興センター 

福岡県工業技術 
センター 
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